
　
令
和
６
年
度
一
般
会
計
の
決
算
を
中
心
に
、市
民
の
皆
さ
ん
が
納
め
た
税
金
の
使
い

道
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。 財
政
財
政
状
況
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収
支
の
管
理
は
、「
一
般
会
計
」「
特
別

会
計
」と「
企
業
会
計
」に
分
か
れ
て
い
ま

す
。「
一
般
会
計
」は
基
本
的
な
行
政
運
営

の
経
費
を
賄
う
も
の
、「
特
別
会
計
」は
独

会計名 歳入決算額 歳出決算額

一般会計 576億  641万6,371円 556億2,927万7,052円

特別会計 246億4,136万7,956円 242億4,684万9,026円

国民健康保険事業 120億3,676万5,963円 120億1,851万8,434円

介護保険事業 100億1,811万8,253円 97億4,784万6,925円

後期高齢者医療事業 25億7,536万5,140円 24億6,948万9,067円

公共用地先行取得事業 1,111万8,600円 1,099万4,600円

企業会計 43億5,661万9,648円 48億8,318万   515円

公共下水道事業 43億5,661万9,648円 48億8,318万   515円

合　計 866億  440万3,975円 847億5,930万6,593円

　
歳
入
は
５
７
６
億
６
４
２
万
円（
グ
ラ

フ
１
）、歳
出
は
５
５
６
億
２
９
２
８
万

円（
グ
ラ
フ
２
）と
な
り
、歳
入
・
歳
出
と

も
に
前
年
度
を
下
回
り
ま
し
た
。

　
歳
入
は
、海
老
名
駅
西
口
・
駅
間
地
区

の
開
発
の
進
展
、市
内
企
業
の
業
績
が
堅

調
で
あ
る
こ
と
な
ど
に
よ
り
、法
人
市
民

税
・
固
定
資
産
税
の
税
目
が
増
加
し
ま
し

た
。
一
方
、新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
に
関
係
す
る
予
算
が
大
幅
に
減
少
し
た

こ
と
に
よ
り
、国
庫
支
出
金
は
前
年
度
を

下
回
り
ま
し
た
。

　
歳
出
は
、食
の
創
造
館
別
館
の
建
設
が

完
了
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
普
通
建
設
事

　
自
治
体
の
財
政
状
況
は
、

財
政
健
全
化
法
に
基
づ
き

算
定
さ
れ
、国
が
定
め
る
基

準
を
超
え
た
場
合
、財
政
の

健
全
化
に
取
り
組
む
必
要

が
あ
る
と
判
断
さ
れ
ま
す
。

令
和
６
年
度
の
本
市
の
財

政
状
況
は
、「
健
全
化
判
断

比
率
」「
資
金
不
足
比
率
」の

い
ず
れ
も
国
が
定
め
る「
早

期
健
全
化
基
準
」「
経
営
健

全
化
基
準
」を
大
き
く
下
回

り
、問
題
な
し
と
判
断
さ
れ

ま
し
た
。

　 健全化判断比率 早期健全化基準

実質赤字比率 －（赤字なし） 11.85％

連結実質赤字比率 －（赤字なし） 16.85％

実質公債費比率  5.5％ 25.0％

将来負担比率 31.7％ 350.0％

公営企業会計名 資金不足比率 経営健全化基準

公共下水道事業会計 －（資金不足なし） 20.0％

健全化判断比率

資金不足比率

企
画
財
政
課 

０
４
６（
２
３
５
）８
４
５
３

〔 グラフ１〕

市税市税
263億263億
1,634万円1,634万円

地方譲与税および各種交付金地方譲与税および各種交付金
57億5,431万円57億5,431万円

県支出金県支出金
41億6,544万円41億6,544万円

繰入金繰入金
27億27億
1,230万円1,230万円

市債市債
24億4,890万円24億4,890万円

その他その他
54億233万円54億233万円

国庫支出金国庫支出金
108億680万円108億680万円

物件費 物件費 
106106億億2,661万円2,661万円

公債費 公債費 
29億7,980万円29億7,980万円〔 グラフ２〕

人件費人件費
88億5,076万円88億5,076万円

補助費等補助費等
45億8,192万円45億8,192万円

普通建設事業費 普通建設事業費 
38億8,007万円38億8,007万円

その他その他
79億8,022万円79億8,022万円

扶助費扶助費
167億167億
2,990万円2,990万円

人件費…市長や市職員の給与、議員や会計年度任用職員の報酬など
扶助費…障がい者や高齢者への支援、生活保護費など
公債費…市の借金である市債の返済に充てる経費
物件費…消耗品、業務委託料など
補助費等…各種団体への補助金など
普通建設事業費…道路などの整備や建物の建設に関する経費

その他   2万8,341円

教育費   5万　390円

消防費   2万1,995円

土木費   2万4,286円

衛生費   2万9,630円 

民生費 17万4,205円

総務費   6万5,795円

１人当たり総額  39万4,642円

※住民基本台帳の令和7年3月31日現在の
人口14万916人を基に算出

財
政
状
況
は「
健
全
」

財
政
状
況
は「
健
全
」

一般会計
決算の内訳

自
の
収
入
が
あ
る
も
の
、「
企
業
会
計
」は

地
方
公
営
企
業
法
の
適
用
に
よ
り
企
業
会

計
方
式
で
事
業
を
運
営
す
る
も
の
で
す
。

市
民
１
人
当
た
り
の

市
民
１
人
当
た
り
の

歳
出
決
算
額

歳
出
決
算
額（
目
的
別
経
費
）

（
目
的
別
経
費
）

令
和
6
年
度 

海
老
名
市
の

用語説明

業
費
が
減
少
し
ま
し
た
。
プ
レ
ミ
ア
ム
付

商
品
券
発
行
事
業
が
終
了
し
た
こ
と
に
よ

り
補
助
費
等
も
前
年
度
を
下
回
り
ま
し
た
。

　

市
民
１
人
当
た
り
の
基
金
・
市
債

の
残
高
は
良
好
で
す
。
基
金
残
高
は

６
万
４
１
１
１
円
と
政
令
市
を
除
く
県
内

16
市
の
中
で
９
番
目
に
多
く
、市
債
の
残

高
は
特
別
会
計
・
企
業
会
計
分
を
含
め
て

27
万
４
４
４
０
円
と
、政
令
市
を
除
く
県

内
16
市
で
３
番
目
に
少
な
い
金
額
で
す
。

　
実
質
収
支
は
、歳
入
歳
出
決
算
額
の
差

額
19
億
７
７
１
４
万
円
の
う
ち
、翌
年
度

に
繰
り
越
す
べ
き
財
源
を
差
し
引
い
た

15
億
２
１
１
３
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

歳入
令和6年度決算額
576億642万円

歳出
令和6年度決算額
556億2,928万円

※歳出決算を性質別で分類した「性質別経費」で示します。
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